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トヨタ⾃動⾞とソフトバンクは2018年10⽉4⽇（⽊）、新しいモビリティサービスの
構築に向けて戦略的提携に合意し、新会社「MONET Technologies（モネテクノロ
ジーズ）」（MONET）を設⽴して、2018年度内を⽬処に共同事業を開始することを発
表
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1.既存交通の⾼度化 2.新たな
ライフスタイルの創出 3.社会全体の最適化

MONETプラットフォーム

⾞両・路線・ダイヤを需要
に

応じて柔軟に変更

新規需要を創出
路線バスなど

既存モビリティの
⾼度化・効率化

嗜好分析によるレコメンド、
⽬的地＋移動⼿段セット提供

需要平準化・分散化、
遊休資産/余剰資源の活⽤

あらゆる需給の
最適化

モビリティ間の連携

マルチモーダル マルチサービス スマートシティ

サービス間の連携 インフラ間の連携モビリティ間の連携 サービス間の連携 インフラ間の連携



すでに岡山県では
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• こうしたつながりの中にも、

消費者問題は潜んでいる
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○若年者の消費者被害

● 15歳から29歳までの
若者の消費生活相談では、
「インターネット関連」、
「賃貸アパート」､ 20代男性
からは「フリーローン・サラ
金」女性ではエステ や健康
食品等広い意味での美容
にかかわる相談が多くみら
れる

「出展：令和元年版
消費者白書（消費者庁）」
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○成年年齢引下げへの対応

● 「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」（４省庁関係
局長連絡会議）を推進

● 高等学校等における消費者教育の推進
・学習指導要領の徹底
・消費者教育教材の開発、手法の高度化
・実務経験者の学校教育現場での活用
・教員の養成・研修

着実な実施が必要

法務省ホームページから
23



• 自治体の未来は問題だらけ
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高齢者人口がピークを迎える２０４０年頃（２０４２年に３，９３５万人）をターゲットに、

①住民生活に不可欠な行政サービスがどのような課題を抱えていくことになるのか、
②その上で、住み働き、新たな価値を生み出す場である、都市をはじめとする自治体の多様性をどのように高めていくのか、

③①、②のために、どのような行政経営改革、圏域マネジメントを行う必要があるのか、、
検討を進める必要がある。

自治体戦略２０４０構想研究会について

２０４０年頃をターゲットに人口構造の変化に対応した自治体行政のあり方の検討が必要

 我が国の人口は、２００８年（１.２８億人）をピークに減少。大都市部を中心に高齢化が急ピッチで進行。
２０４０年頃には総人口は毎年１００万人近く減少。

→ 自治体の税収や行政需要に極めて大きな影響を与える。

 医療、福祉、インフラ、空間管理など、住民サービスの多くは地方自治体が支えている。
地方自治体が持続可能な形で住民サービスを提供し続けることが、「住民の暮らし」や「地域経済」を守るために不可欠。

さらには、我が国が国際社会において「名誉ある地位」を占め続けるためにも必要。

日本の変化（2015→2040）

 人口はアジア、アフ リカを中心に18億人増加
世界の人口：74億人→92億人（うちアジア7億人、アフリカ9億人）

アジアの人口：印+3億、パキスタン+0.9億、インドネシア+0.5億、中+0.2億

 人口は都市部へ集中。都市の時代に
世界の都市人口：40億→57億、印＋2.8億、中＋2.6億、インドネシア＋0.7億

 東アジア諸国を中心に高齢化が進展
合計特殊出生率(2015)：日1.45、タイ1.4、韓1.24、台湾1.18

 世界経済の中心は欧米から アジアへ
GDPシェア（2010→2030）：米24→20、欧17→12、中16→24、印6→10、日7→4

世界の変化（2015→2040）

 人口は0.16億人減少し、1.11億人に

 団塊ジュニア世代が高齢者となり、高齢者人口がピーク
65歳以上人口 ： 3,387万人 → 3,921万人 （+534万人（+16％））
75歳以上人口 : 1,632万人 → 2,239万人 （+607万人（+37％））

 三大都市圏で特に高齢化が急速に進行。
東京都も2025年をピークに人口減少に転じる。
65 歳 以 上 人 口 ： 東 京 都 307 万 人 → 400 万 人 （ +93 万 人 (+30 ％ ) ）

大 阪 府 232 万 人 → 265 万 人 （ +33 万 人 （ +14 ％ ） ）
愛知県 178万人 → 224万人（+46万人（+26％））

 生産年齢人口減少により労働力確保が課題
生産年齢人口：7,728万人→ 5,978万人（▲1,750万人）

持続可能で多様な自治体による行政の展開が、我が国のレジリエンス（強靱性）向上に
につながる。
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